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№ 1

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
アシタのたかはま研究事業等
（高浜市電子クーポン支援業務委託料等）【新規】

担当グループ 企画部総合政策グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 行きたい 住みたい 住み続けたい
　 魅力がつながるまちをつくろう

個別
目標

（９）地域経済を活性化し、
　　　元気なまちをつくります

予算区分
会計 一般会計 款 02総務費 項 01総務管理費 目 12企画費

事 業 名 05アシタのたかはま研究事業

アクションプラン 　□該当する　     　■該当しない

事
　
業
　
概
　
要

事業の必要性・
実施の背景

　昨今の物価高騰に伴い、市民の家計負担が増加しており、消費に対して消極的となっている傾
向がある。コロナ禍からの立ち上がりや物価高騰への対応として、市内のお店は、懸命な営業努
力をしている。そこで、家計応援とお店応援を実施し、まちを元気にする必要がある。

目　的
（何のために）

　・市公式LINE（ライン）を活用し、市内事業所にて割引が受けられる電子クーポンを発行
し、圧迫されている家計の負担を軽減するとともに、頑張っている事業者を応援するため。
　・市公式LINE（ライン）を活用した電子クーポンを発行することで、市公式LINE（ライン）
への登録者数を増やし、情報発信を強化する。

対　象
（誰・何を対象に）

　高浜市公式LINE登録者、市内事業所

事業内容
（手段、手法など）

　市内で本事業に登録する事業所を募り、高浜市公式LINE登録者に市内事業所で使用できる
クーポンを配信する。
【クーポン内容】
　事業所１カ所につき、1,000円以上購入で500円割引
【配信期間】
　令和6年8月1日～10月31日（限度額に達し次第配信終了）

目指す成果
（期待される効果）

　・家計負担の軽減が期待される。
　・消費喚起による地域経済の活性化が期待される。
　・市公式LINE（ライン）への登録者の増加が期待される。

目標設定

目標（何をどのようにする） 達成時期（いつまでに）

　・クーポン利用による市内事業所での経済効果1億円以上
　・高浜市公式LINE登録者数20,000人以上

令和６年１２月

その他 一般財源

63,986 千円 63,986 0

事業費
積算内容

・会計年度任用職員人件費　2,887千円
・高浜市電子クーポン事業支援業務委託料　2,505千円
・高浜市電子クーポン事業外国人対応業務委託料　50千円
・高浜市電子クーポン事業登録店補助金　58,544千円
（500円×117,088件）

令和5年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

1月 2月
令和６年度

4月 5月 6月 7月 8月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

9月 10月 11月 12月

補正予算書及び説明書該当ページ 25ページ

R5:契約事務

登録店の募集 事業所への支払い

市民等・登録店対応

クーポン配信期間

広報活動
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R5：契約事務

対象者抽出・確認書送付準備 R5：対象者抽出・確認書送付準備

確認書発送・受付・給付金の支給

目標（何をどのようにする）

　対象となる世帯に対し、速やかに給付金を支給する。 令和６年７月

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯分）支給事業
（価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯分）等）【新規】

担当グループ 福祉部地域福祉グループ

№ 2

基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（11）その人らしく安心して生活できる
　　　地域共生のまちづくりを進めます

　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 03民生費 項 25価格高騰重点支援給付金（均等割のみ

課税世帯分）支給事業費

　低所得世帯に対して給付金を支給し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰による家計の負担
軽減を図るため。

対　象
（誰・何を対象に）

〔対象世帯〕
　令和５年度における住民税非課税世帯以外の世帯であって、住民税均等割のみ課税世帯

事業内容
（手段、手法など）

〔支給額〕　1世帯あたり１０万円

〔支給方法〕
　対象世帯へ確認書等を送付し、受領の意思及び振込口座を確認した後、指定口座へ振り込む

01社会福祉費 目

事 業 名 01価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯分）支給事業

アクションプラン

目指す成果
（期待される効果）

　低所得世帯が、給付金を受給することにより、家計の負担軽減が図られる。

令和6年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

107,825 千円 107,825

事業費
積算内容

・職員手当　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　1,000千円
・消耗品費　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　   　　58千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 82千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　1,075千円
・手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　110千円
・委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　　5,500千円
・価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯分）　  100,000千円
※会計年度任用職員管理事業の予算は価格高騰重点支援給付金（低所得者の子育て給付）支給事業等
にて記載

令和6年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

25ページ

目標設定
（なるべく定量的な

目標値を記入）

達成時期（いつまでに）

予算書及び予算説明書該当ページ

総合計画区分

事
　
業
　
概
　
要

事業の必要性・
実施の背景

　国のデフレ完全脱却のための総合経済対策において、住民税均等割のみの課税がなされる世帯
への給付を実施することとされた。

目　的
（何のために）
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R5：契約事務

対象者抽出・確認書送付準備 R5：対象者抽出・確認書送付準備

確認書発送・受付・給付金の支給

目標（何をどのようにする）

　対象となる世帯に対し、速やかに給付金を支給する。 令和６年７月

主 要 ・ 新 規 事 業 等

事 業 名 等
価格高騰重点支援給付金（低所得者の子育て給付）支給事業等
（価格高騰重点支援給付金（低所得者の子育て給付）等）【新規】

担当グループ 福祉部地域福祉グループ

№ 3

基本
目標

Ⅳ 心もからだも元気
　 毎日を笑顔で暮らそう

個別
目標

（11）その人らしく安心して生活できる
　　　地域共生のまちづくりを進めます

　□該当する　     　■該当しない

予算区分
会計 一般会計 款 03民生費 項 26価格高騰重点支援給付金（低所得者の

子育て給付）支給事業費

　低所得世帯に対して給付金を支給し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰による家計の負担
軽減を図るため。

対　象
（誰・何を対象に）

〔対象世帯〕
　令和５年度における住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯のうち、１８歳以下の児童を扶
養している世帯

事業内容
（手段、手法など）

〔支給額〕　１８歳以下の児童１人当たり５万円を支給

〔支給方法〕
　対象世帯へ確認書等を送付し、受領の意思及び振込口座を確認した後、指定口座へ振り込む

01社会福祉費 目

事 業 名 01価格高騰重点支援給付金（低所得者の子育て給付）支給事業

アクションプラン

目指す成果
（期待される効果）

　低所得世帯が、給付金を受給することにより、家計の負担軽減が図られる。

令和6年度
事業費（経費）

財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

50,444 千円 50,444

事業費
積算内容

・会計年度任用職員人件費　　　　　　　　　　　　　　　2,030千円
・職員手当　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　1,470千円
・消耗品費　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　    　199千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　 82千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 1,075千円
・手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　88千円
・委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　 　5,500千円
・価格高騰重点支援給付金（低所得者の子育て給付）　     40,000千円

令和6年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第4四半期

事業実施
スケジュール

25・27ページ

目標設定
（なるべく定量的な

目標値を記入）

達成時期（いつまでに）

予算書及び予算説明書該当ページ

総合計画区分

事
　
業
　
概
　
要

事業の必要性・
実施の背景

　国のデフレ完全脱却のための総合経済対策において、令和５年度における住民税非課税世帯及
び均等割のみ課税世帯への給付への加算として、子ども加算を実施することとされた。

目　的
（何のために）
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